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2022年 8月 8日 

各    位 

会 社 名 黒田精工株式会社 

代表者名 取締役社長 黒田 浩史 

（コード番号 7726 東証スタンダード市場） 

問合せ先 取締役管理本部長 荻窪 康裕 

（TEL 044-555-3800） 

 

 

株式の売出し、その他の関係会社及び主要株主である筆頭株主の異動 

並びに資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、2022年 8月 8日付で、当社のその他の関係会社の親会社であるパーカーハネフィンコーポレー

ション（以下、「ＰＨＣ社」）より、ＰＨＣ社のグループ傘下であり、当社のその他の関係会社及び主要株

主である筆頭株主のパーカーハネフィンマニュファクチャリングユーケーリミテッド（以下、「ＰＨＭ社」）

が保有する当社普通株式の全部を、市場外での相対取引により、株式会社日本共創プラットフォーム（以

下、「ＪＰｉＸ社」）に対し譲渡する（以下「本譲渡」といいます。）ことに合意した旨報告を受けました。

本譲渡が当社株式の売出しに該当するとともに、本譲渡により、当社のその他の関係会社及び主要株主で

ある筆頭株主に異動が生じることとなりますので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、これに関連して、当社は、2022 年 8月 8日付の取締役会において、ＪＰｉＸ社との間で、本譲渡

を前提として、新たに資本業務提携（以下、「本提携」）を行うこととし、資本業務提携契約を締結するこ

とを決議いたしましたので、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．株式の売出しについて 

１．売出しの概要 

売出し株式の種類及び数 当社普通株式 942,700 株 

売 出 し 価 格 

１株当たり 1,941円 

売出価格については、売買当事者間における協議の上、決定されており

ます。 

売 出 し 価 格 の 総 額  1,829,780,700 円 

売 出 し 株 式 の 所 有 者 

及 び 売 出 し 株 式 数 
ＰＨＭ社 942,700株 

売 出 し 方 法 ＪＰｉＸ社への市場外での相対取引による当社普通株式の譲渡 

申 込 期 間 2022年 8月 19日 

受 渡 期 日 2022年 8月 19日（予定） 

申 込 証 拠 金 該当事項はありません。 

申 込 株 式 数 単 位 該当事項はありません。 

そ の 他 
上記については、金融商品取引法に基づく有価証券通知書を関東財務局

長宛に提出しております。 
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２．売出しの目的 

ＪＰｉＸ社とＰＨＭ社との間で株式譲渡契約を締結し、同契約に基づき、当社株式を市場外の相対取引

により譲渡する予定であるため、関係法令の定める手続きとして、売出しによる譲渡を行うことを目的と

するものです。 

 

Ⅱ．その他の関係会社及び主要株主である筆頭株主の異動について 

１．異動に至る経緯 

 当社は、ＰＨＣ社と 1999 年に資本業務提携を実施し、以来、同社と友好的に協力関係を続けてきまし

た。この提携関係の展開の中で、2006 年に当社の空気圧機器事業につきＰＨＣ社と合弁事業化を行い、

2012 年には同事業のＰＨＣ社への全面的事業譲渡を行いました。その後、当社の財務体質が強化されて

きたことや、空気圧機器事業譲渡後の当社の戦略展開や事業構造変化の中で提携関係の多様化が進んだこ

と等を背景として、当社はＰＨＣ社と資本関係の見直しについて協議を行い、ＰＨＭ社が所有する当社株

式を段階的に削減してきました。現在、当社は、グリーン化（脱炭素化）及びデジタル化の大きな流れに

乗り、更なる成長のための企業変革に取り組んでおります。そうした中で、日本の産業の企業変革（CX）

やデジタルトランスフォーメーション（DX）を支援し、長期的・持続的な企業価値の向上を目的とした

エクイティ投資を行うＪＰｉＸ社より資本業務提携の意向表明を受けました。当社とＪＰｉＸ社の目指す

方向性が一致したことから、ＪＰｉＸ社とＰＨＣ社との間で株式の売買についての協議がなされ、この度

ＰＨＭ社が所有する当社株式が、ＪＰｉＸ社に対し譲渡されることとなったものです。 

上記のとおり、ＪＰｉＸ社は、ＰＨＭ社との間で 2022 年 8 月 8 日付で株式譲渡契約を締結し、同契約

に基づき、2022 年 8月 19日までに、ＰＨＭ社の保有する当社普通株式の全部にあたる 942,700 株を取得

する予定です。これにより、以下のとおり、その他の関係会社及び主要株主である筆頭株主の異動が生じ

る見込みです。なお、これに伴い、当社と PHC 社との間での業務提携は、終了する見込みです。 

 

２．異動する株主の概要 

 ①新たにその他の関係会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなる者 

名 称 株式会社日本共創プラットフォーム 

所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目 9番 2 号 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 冨山 和彦 

事 業 内 容 
長期的・持続的な企業価値・事業価値の向上を目的としたエクイティ投

資及び傘下のグループ企業の事業経営 

資 本 金 186億 7250万円（2022年 5 月 2 日現在） 

設 立 年 月 日 2020年 5月 13日 

大株主及び持ち株比率 

（2022年 7月 29日現在） 
株式会社経営共創基盤 100％ 

当社と当該株主の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 
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②その他の関係会社及び主要株主である筆頭株主に該当しないこととなる者 

名 称 
パーカーハネフィンマニュファクチュアリングユーケーリミテッド 

（Parker Hannifin Manufacturing(UK) Limited） 

所 在 地 
55 メイランズアベニュー ヘメルヘンプステッド ハーツ HP24SJ  

イングランド 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 取締役(director) グラハムエリナー （Graham Ellinor） 

事 業 内 容 
チューブ、フィルター、ホース、その他の水圧・気圧部品及び装置の製

造・販売 

資 本 金 36.4百万ポンド（2022年７月 29日現在） 

設 立 年 月 日 1998年 2月 3日 

純 資 産 48 百万ポンド（2022年 6月 30 日現在） 

総 資 産 48 百万ポンド（2022年 6月 30 日現在） 

大株主及び持ち株比率 

（2022年 7月 29日現在） 

パーカーハネフィン インダストリーズリミテッド  100% 

（Parker Hannifin Industries Ltd） 

当社と当該株主の関係 

資本関係 当社の普通株式 942,700株を保有しております。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

 

３．異動前後における当該株主の議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

 ①株式会社日本共創プラットフォーム 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（2022年 3月 31日現在） 
― ― ― 

異動後 
9,427 個 

（942,700株） 
16.63％ 第 1位 

 

 ②パーカーハネフィンマニュファクチュアリングユーケーリミテッド 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（2022年 3月 31日現在） 

9,427 個 

（942,700株） 
16.63％ 第 1位 

異動後 ― ― ― 

（注）１ 総株主の議決権の数に対する割合は、2022 年 3 月 31 日現在の発行済株式総数から、議決権を有

しない株式を控除した総株主の議決権の数（56,675 個）に基づき算出しております。 

   ２ 総株主の議決権の数に対する割合は、小数点第三位を四捨五入して表示しております。 

   ３ 異動前後の大株主の順位については、2022 年 3 月 31 日現在の名簿に基づき、当社において想定

したものであります。 
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４．異動予定年月日 

  2022年 8月 19 日（予定） 

 

５．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無 

株式会社日本共創プラットフォームは、今回「その他の関係会社」となったことにより、「開示対象
となる非上場の親会社等」になりました。 

 

６．今後の見通し 

今回の、その他の関係会社及び主要株主である筆頭株主の異動による、当社の連結業績への影響はあ
りません。 

 

Ⅲ．ＪＰｉＸ社との資本業務提携について 

１．本提携の理由 

 当社は、精密加工と精密測定のコア技術を基に、駆動システム事業、金型システム事業、機工計測シス
テム事業の 3 つの事業を展開しており、2025 年度を最終年度とする中期経営計画 Vision2025 では、各
事業において収益力、技術力、及び顧客関係の強化を図ることにより、全社で安定的に利益を生み出すと
ともに、それぞれの事業分野においてグローバルニッチトップを目指すこととしております。この実現の
ため、長期的な視点で当社の成長戦略を支援していただけると同時に、人材派遣やコンサルティングを通
じて、経営・事業現場の改善をサポートいただける、豊富な知見とノウハウを有した先とのパートナーシ
ップ構築の可能性について検討してまいりました。そうした中で、日本の産業の企業変革（CX）やデジ
タルトランスフォーメーション（DX）を支援し、長期的、持続的な企業価値の向上を目的としたエクイ
ティ投資を行うＪＰｉＸ社より資本業務提携の意向表明を受け、当社とＪＰｉＸ社の目指す方向性が一致
したことから、本提携を行うことを決定いたしました。 

 

２．本提携の内容等 

 前述のとおり、本提携は、当社の中長期的な成長と当社及びＪＰｉＸ社の企業価値の向上を実現するこ
とを目的としております。そのために、当社は、ＪＰｉＸ社から、当社の株式を長期にわたり保有する意
向を確認しております。本提携の一部は、ＪＰｉＸ社が、ＰＨＭ社から当社株式 942,700 株（議決権保有
比率約 16.63％）を譲り受け、当社株主となることを条件として、開始いたします。 

また、本提携は、ＪＰｉＸ社による社外取締役１名の指名派遣、ＪＰｉＸ社の親会社である株式会社経
営共創基盤のコンサルティング機能、ＤＸ等の各種専門的なノウハウを持った人材支援機能を活用するこ
とを通じて、当社収益力の更なる強化や人材育成などを推進していくこと等を内容としております。 

 

３．本提携の相手先の概要 

名 称 株式会社日本共創プラットフォーム 

所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目 9番 2 号 

  詳細は、「Ⅱ．その他の関係会社及び主要株主である筆頭株主の異動について ２．異動する株主の概要 

」をご参照ください。 

 

４．本提携の日程 

（１）取締役会決議日 2022年 8月 8日 

（２）契約締結日 2022年 8月 19日（予定） 

（３）本提携の開始日 2022年 8月 19日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本提携により、当社事業の安定的かつ中長期的な成長と企業価値の向上を目指してまいります。本提携
により、当面は上記２に記した以外に当社グループの経営体制に大きな変更はなく、現時点では当社グル
ープの業績等への影響は具体的に見込まれませんが、今後、本提携に伴う具体的な施策等の実施により、
開示すべき事由が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


